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2017年3月28日、首相官邸の働き方改革実現会議において、働き方改革

実行計画がまとめられた。その後、働き方改革実行計画に基づき、働き方

改革関連法が成立。2019年4月１日に施行され、中小企業などを除き、法

律の多くの規定が適用開始となった。これに伴い、時間外労働の上限規制

も適用が始まっている。

改正後の労働基準法第36条によれば、使用者が労働者に課すことがで

きる時間外労働時間は、原則として年360時間、月45時間以内となる。臨

時的な特別な事情がある場合でも、年720時間以内、月100時間未満が上

限として定められている。

今回の法改正で新たに導入された規制は、労働者がそれぞれの事情に

応じた多様な働き方を選択できる社会を実現するために必要不可欠なもの

である。

しかし、労働時間は、企業が経済活動を営むうえで最も基本的な投入

要素である。このため、これらの規制により労働時間に上限を設ければ、

経済活動に対して負の影響が生じるのは、当然の帰結として起こり得る。

働き方改革のかけ声とともに、多くの企業で講じられている長時間労働

の是正策だが、単なる労働時間の減少は、企業の利益ひいては日本経済

の成長にとって下押し圧力になるのではないか。

本報告書では、これまで労働時間の変動が経済活動にどのような影響を

与えてきたのか、その実態を分析する。そして、経済の成長と労働時間の

削減はどうすれば両立できるのか、ある企業の人事データの詳細分析から、

その方略を探索し、分析と提言を行うこととする。

はじめに
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労働時間は長期的に 
減少傾向

まず、日本の実質GDP（国内総

生産）と労働投入量がどのように推

移してきたのかを確認しておこう。

図 表 1

実質GDPと年間総労働投入量

（労働投入量）の推移を表したもの
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労働時間と経済の状況

をみてみる。2000年に490.9兆円だっ

た実質GDPはこの20年弱で554.9兆

円まで増加している。2012年以降の

長期にわたる景気回復もあり、日本

の経済は緩やかながらも着実に拡大

している。 

一方、就業者数に1人当たり年間

労働時間を乗じることで年間総労働

投入量を算出すると、この間、労働

投入量はむしろ減少傾向にあること

がわかる。

労働投入量は2000年時点で1219

億時間であったが、2018年には

1186億時間となっている。労働投入

量の減少は、1人当たり労働時間の

減少によるところが大きい。1人当た

り労働時間は1859時間（2000年）

から1722時間（2018年）まで減って

いる。 図 表 2
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図 表 1  実質GDPと労働投入量

(兆円) (億時間)

出典：内閣府「国民経済計算」

労働投入量（右軸）
実質GDP（左軸）

（年）



〉〉〉〉〉Part1.

労働時間と経済の状況
2000年以降、生産性の 
向上が経済成長を牽引

なぜ労働投入量が減っているの

に、実質GDPは増加しているのか。

それは、労働時間の減少による経

済へのマイナスの効果を、生産性向

上によるプラスの効果が大きく上回っ

ていたからである。生産性の向上

と労働時間の減少がそれぞれ実質

GDPにどのような影響を与えてきた

のかを分析するために、実質GDP

の寄与度分解を行う。 図 表 3

2000年以降の変化を累積でみる

と、まず、長期的な1人当たり労働

時間の減少は、明確な経済の下押

し要因となっている。
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図 表 2  1人当たり労働時間と就業者数

(万人)(時間／年)

図 表 3  実質GDPの寄与度分解（累積、2000年基準）

1人あたり労働時間（左軸）

就業者数（右軸）

出典：内閣府「国民経済計算」より筆者作成

（年）

（年）

出典：内閣府「国民経済計算」



2000年から2018年までで1人当

たり労働時間は137時間減っている

が、生産性一定の仮定をおけば、

これによる実質GDPの減少寄与は

-40.2兆円となる。

就業者数の増加と生産性の向上

は、実質GDPをそれぞれ押し上げ

ている。就業者数は6561万人（2000

年）から6889万人（2018年）と328万

人増加しており、これによる実質

GDP への寄与は27.0兆円である。

1時間当たりの実質労働生産性は

4026円（2000年）から4678円（2018

年）まで上がり、この18年間で16.2％

上昇しており、実質GDP への寄与

は76.9兆円となる。結果として、2000

年から2018年にかけて実質GDPは

490.9兆円から554.9兆円まで63.7兆

円（27.0兆円＋76.9兆円－40.2兆円）

増加した。

足元で進む労働時間の 
減少による経済への 
負の影響

単年の実質GDPの推移をみる

と、リーマンショック時の景気後退

期を除けば、ほぼ一貫して生産性の

向上が、経済を成長させていること

がわかる。 図 表 4

ただし、リーマンショック前の景

気拡張期とリーマンショック後のそ

れとでは、起きている現象は異なる。

すなわち、リーマンショック前は労

働時間が増加するなかで経済が拡

大しているのに対し、2012年以降は

労働時間が減少するなかで経済が

拡大しているのである。

足元の動きにさらに着目すると、

労働時間によるマイナスの寄与が拡

大しており、かつ生産性の寄与度が

縮小している。また、その分、就業

者数の増加が経済を押し上げている。

就業者数の増加は、女性やシニ

アの労働参加によって実現されてい

る。現下の経済成長は就業者数の

増加によって達成されているものの、

活用できる労働力は限られているこ

とから、将来的にはその効果は逓減

していく可能性が高い。今後の経済

を考えれば、労働時間の縮減が行

われるなか、生産性の向上が実現

しなければ、経済が低迷する可能性

も生じる。
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図 表 4  実質GDPの寄与度分解（単年、3年移動平均）

出典：内閣府「国民経済計算」より筆者作成
（年）



部下の指導時間を 
妨げているものは何か 

マネジャー A さん

　部下に対して、顧客をどう攻める

かなどの戦略を指導する時間がほし

いのだが、十分な時間がとれておら

ず、それが自分自身ストレスになっ

ている。 

売上の進捗を資料にしたり、社員

の労働時間を管理してその結果を会

社に報告したりするなど、会社へ提

出すべきものはたくさんある。これら

の業務は直接的に売上に貢献するも

のではないが、締め切りが明確にあ

り、かつ提出が義務化されているも

の。このため、必然的に優先順位

を高くして対応しなくてはならない。

一方、部下への個別指導などの時

間は、会社として義務づけられてい

るものではないため、どうしても後回

しになる。 

私自身、プレイングマネジャーで

もあるので、自分が営業活動を行わ

なければならず、そこにも課題がある。

売上規模が大きい重点顧客につい

ては、相手側が営業担当の役職を

気にすることが多く、メンバー1人で

はメンツが立たない。そうなると、

重点顧客を担当しているベテランメ

ンバーと、営業のために同行する機

会が必然的に多くなる。本来は、キャ

リアが浅い人たちに、営業の方法論

などを直接指導するために同行の機

会を作るべきだが、十分にできてい

ない。

マネジメントに 
リーダー職の活用を  

マネジャー B さん

私の部署は、担当しているエリア

が非常に広く、私自身が出張する機

会も多い。また、担当する部下も多

いため、そもそもマネジメントの時間

がほとんどとれない。私の部署で扱っ

ているサービスは、信頼関係で受注

が決まることが多く、出張を減らすこ

とも難しい。 

このため、細かいことは私に相談

するのではなく、できるだけメンバー

間で解決するようにと、指導してい

る。たとえば、サービスの提供でト

ラブルがあった場合でも、原則とし

てメンバーが対応することになって

いる。もちろん、顧客にとっては、

トラブルがあった場合には上司が出

てきた方がよいのだろうが、そこは割

り切りが必要。やや昭和的な方法

なのかもしれないが、「上司を出すの

は恥だぞ」とメンバーには伝えている。 

その代わり、メンバー間で相談す

る体制はしっかりと構築している。

体制の柱として、リーダーに権限を

大きく委譲した。トラブル対応に関

しても、まずはリーダーを中心にメ

ンバー間で問題解決のための方法

を相談させていて、実際に多くのト

ラブルはそれで解決する。 

日頃の労働時間の管理なども、私

は一切触らずに、リーダーに任せて

いる。このほかにも、マネジャーが

やるべき仕事とそうではない仕事を

棚卸しして、私がやる必要がない仕

事は基本的にやらないようにしている。

Column①
マネジャーへのインタビュー
〜新しい時代のマネジャーは何をすべきか〜

Managers
said …
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ここまで、労働投入量と経済成長

との関連について、一国のマクロ経

済全体における動きを概観してきた。

これまでの分析では、①実質GDPと

②労働投入量（就業者数×1人あた

り年間労働時間）、③生産性、の３

つの要素が互いに独立しているという

仮定が暗黙の前提となっている。

しかし、実際にはこれらが密接に

関連していることは想像に難くない。

たとえば、労働投入量が減れば、優

先度の低い仕事にかけ

る時間を優先的に減ら

すことになる。すると、

その結果として、生産

性は上がるだろう（経済

学の分野では限界生産

力逓減の法則と呼ばれ

る）。

このように、労働投

入量の減少は生産性を

上昇させる効果ももつた

め、その効果も勘案し

なければ、労働投入量

の減少が経済に与える

インパクトを正確に測る

ことはできない。

労働投入量の伸びと 
実質GDPの伸びには 
強い正の比例関係がある

そこで、ここでは、1994年から

2017年までの23年間の業種別の実

質GDPと労働投入量、労働生産性

のデータを用いて、その関係性をより

厳密に分析してみたい。

まず、1994年から2017年までの実

質GDPと労働投入量の年率の平均

の変化を業種別にみる。 図 表 5

ここから、労働投入量の伸びと実

質GDPの伸びは強い正の比例関係

にあることがわかるだろう。業種別に

毎年の変化をプロットしても同様の傾

向がうかがえる。 図 表 6

経済における需要が拡大すればそ

の分労働投入量の拡大が必要であ

るし、逆に、労働投入量を減らせば

その分経済規模が小さくなることが、

現実なのである。

〉〉〉〉〉補論

労働投入量の減少は、
経済にどの程度のインパクトを与えるか
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図 表 5  業種別の労働投入量と実質GDPの変化（23年間の年平均成長率）

実質GDPの伸び （％、年率）

労働投入量の伸び 
（％、年率）

出典：内閣府「国民経済計算」より筆者作成



労働投入量を１％減らせば、 
生産性は0.37％上昇するが、 
実質GDPは0.63％減少する

次に、業種別のデータを利用して、

パネル固定効果分析を行ってみよう。

労働投入量を変化させたときに、実

質GDPや生産性をどの程度変動さ

せるのかを推定する。具体的には、

被説明変数を実質GDP（対数値）

に、説明変数を労働投入量（対数値）

にして推計を行い、労働投入量のパ

ラメータを推定している。

この推計から、労働投入量が１％

減少したときの実質GDPと労働生産

性の変化を表してみる。 図 表 7

全期間（1994年から2017年）では、

労働投入量を1％減少させれば実質

GDPは0.63％減少する結果になった。

一方、労働投入量を1％減少させ

れば生産性は0.37％上昇する。つま

り、労働投入量を減少させると、生

産性が上昇するのは事実なのである。

しかしながら、労働投入量の減少に

よる生産活動の縮小効果がそれを上

回るため、結果として、やはり労働投

入量の減少によって経済は縮小して

しまうのだ。

なお、直近の景気拡張期（2002

年から2008年と2013年から2017年）

に絞って分析をしても、若干、経済

への影響が小さくなっているものの、

その数値に大きな変化はみられない。

働き方の見直しが進んでいるなかで

も、このような経済のメカニズムは依

然として働いているのである。

長時間労働の是正と 
景気の回復の両立は、 
見せかけの関係でしかない

以上の分析からわかることは、長

時間労働の是正など、労働投入量を

減少させる政策が経済に負の影響を

与えるのは、厳然たる事実であるとい

うことだ。昨今の働き方の見直しは、

景気のための他の諸施策と同時並行

で行われている。このため、労働時

間の削減と景気の回復が両立してい

るようにみえるが、それは見せかけの

関係でしかない。その前提に立ったう

えで、いかに経済への影響を抑制し

つつ、働き方の見直しを行うかという

ことが、今、問われている。

〉〉〉〉〉補論

労働投入量の減少は、
経済にどの程度のインパクトを与えるか

図 表 6  業種別の労働投入率と実質GDPの変化（前年比）

図 表 7  労働投入量が1％減少した時の実質GDPおよび労働生産性への影響

1994-2017 2002-2008 2013-2017

■■ 実質GDPへの影響

■■ 労働生産性への影響

出典：内閣府「国民経済計算」より筆者作成

労働投入量の伸び
（％、年率）

実質GDPの伸び（％、年率）
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出典：内閣府「国民経済計算」より筆者作成



企業内部では 
何が起こっているのか

以上、マクロ統計を用いて、労働

時間の変動が経済にどのような影響

を与えてきたかを考察した。

ここでは、やや視点を変えて、企

業における従業員の労働時間と企

業業績との関係について、実際に企

業内部ではどのようなことが起こって

いるのかを分析する。

本稿で分析の対象としている企業

について、まず説明しておこう。今

回、研究を行うにあたり、ある1つの

企業（以下、「研究協力企業」という）

と研究協力契約を結び、当該研究

協力企業の一人ひとりの社員の労働

時間のデータやその社員が達成した

業績のデータ（人事データ）を取得

している。

この研究協力企業はサービス業で

あり、他企業に向けて特定のサービ

スを提供しているBtoBの企業であ

る。研究協力企業は他企業に対し

〉〉〉〉〉Part2.

労働時間と業績の関係性について

てサービスを提供し、サービスの終

了とともに他企業から研究協力企業

に対して支払いが行われる。

研究協力企業の営業社員は、他

企業にサービスを発注してもらうため

の営業を行う。営業の結果、サー

ビスの受注が決定すると、その後サー

ビスが適切に提供されているか、サー

ビス終了時まで監督を行うこととな

る。研究協力企業の売上はこのよう

な営業社員が獲得した受注決定額

の集積となるため、各営業社員の受

注決定額の多寡がその社員の業績

とみなされる。

目標達成率を 
成果指標として分析を
実施

今回は、この営業社員に着目し

て、営業社員の業績が投入される

労働時間とどのような関係を示して

いるのか、分析を行う。なお、人事

や経理等の間接部門に所属する社

員などは、業績に値するものが定量

的に把握できないため、今回の分析

の対象外とする。

各営業社員が達成した業績を定

量的に評価する場合、最も簡単な

指標は受注決定額を対前年比でどの

くらい増やしたのかという指標であろ

う。しかし、研究協力企業では、

組織の改編が定期的に行われてお

り、担当エリアなどが毎年変わって

しまう。また、前年からの増減で業

績の評価を行えば、前任者の力量

が、後任の営業社員の業績評価に

影響を与えてしまいかねない。

このため、研究協力企業では、

このようなエリアの変更など定性的

な情報を勘案し、会社が各営業社

員に対して、受注決定目標額をそれ

ぞれ設定している。そして、受注決

定額を受注決定目標額で除して得た

率を目標達成率として算出し、これ

を成果指標として人事考課を行って

いる。

今回、分析を行うにあたっては、

この目標達成率を各社員の業績の

代理変数として用いることとする。
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長時間労働の 
営業社員は、 
高い業績を上げている

営業社員の労働時間と目標達成

率との関係を確認してみよう。

取得した人事データには、2017年

の1年間における、四半期ごとの各

営業社員の労働時間と目標達成率

のデータが存在する。ただし、労

働時間が極端に短いまたは長い場

合や、目標達成率が極端に高い場

合、もともとのデータが欠損値となっ

ている場合には、当該データを欠損

値として処理して分析している。

まず、労働時間と目標達成率の

散布図をとった。 図 表 8

この散布図をみると、労働時間と

目標達成率には正の関係があること

がみてとれる。労働時間と目標達成

率の相関係数は0.139となる。

四半期の労働時間の量でグルー

プを作り、グループ毎の平均目標達

成率を算出すると、その傾向はさら

に鮮明になる。具体的には、四半

期の労働時間が400時間以上450

時間未満の営業社員の平均目標達

成率は93.3％だ。450時間以上500

時間未満では94.1％、500 時間以

上550 時間未満で95.8％、550時間

以上600時間未満で102.5％、600

時間以上で111.1％となる。労働時

間が長い営業社員ほど高い業績を

上げているのである。

労働時間が長い 
マネジャーは、 
必ずしも高い業績を 
上げていない

次に、その営業社員の上司である

マネジャーについても分析してみよう。

研究協力企業では、各営業社員

を束ねるマネジャーが存在している。

マネジャーが管轄する部下の人数は

部署によって異なるが、概ね1人の

マネジャーが数名の営業社員を担当

している。

マネジャーの役割は、営業社員

が高い受注決定額を達成できるよ

う、その環境を整備し支援すること

である。

これを踏まえると、マネジャーが

管轄する部署の営業社員が達成し

た目標達成率の総計が、マネジャー

の業績に相当するものと考えてよい

だろう。

マネジャーの業績とマネジャー自

身の労働時間にはどのような関係が

あるかをみる。 図 表 9

すると、必ずしも長い労働時間

のマネジャーがよい業績を残して
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図 表 8  営業社員の労働時間と目標達成率の分布

出典：人事データをもとに筆者作成



いるわけではないことがわかる。た

とえば、担当部署の目標達成率が

200％近いマネジャーを抽出すると、

その四半期の労働時間は600時間

前後も一定数いるものの、500時間

台前半に多く分布している。さらに

600時間以上の長時間労働を行っ

ているマネジャーの目標達成率は

100％近くに多く分布している。

実際にマネジャーの四半期の労

働時間と担当部署の目標達成率の

相関係数は -0.02となっており、ほ

とんど関係性がないといえる。マネ

ジャーの長時間労働は必ずしも担当

部署の高い業績につながっていない

のである。
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図 表 9  マネジャーの労働時間と担当部署目標達成率の分布

出典：人事データをもとに筆者作成



Column②
マネジャーへのインタビュー
〜新しい時代のマネジャーは何をすべきか〜

営業同行の日程は 
事前に入念に計画   

マネジャー C さん

部下への指導は、主に営業同行

をするタイミングで行うことにしてい

る。それぞれのメンバーに対して、

月に何回の営業同行をするかをあら

かじめ決めておき、その計画はしっ

かりと守っている。営業同行は手間

暇がかかるが、営業が至らないせい

で失注する事態は避けなければなら

ないと思っている。この点、実際の

営業現場をみながら指導を行うこと

は、キャリアが浅いメンバーを中心

に、部下育成の観点で効果的であ

る。 

　営業同行の実際のプロセスについ

ては、まず任意の場所で集合し、

実際に営業活動を行い、ともに会社

まで戻るという形となる。部下への

指導を行うタイミングは、帰り道。

部下の営業活動をみて、どこに課題

があってどうすべきだったかなど、毎

回指導している。 

そのほかのプロセスでいうと、事

前準備については、特に何か行って

いるわけではない。毎回、帰り際に

次回の課題などを確認して、それを

踏まえて営業に向かってもらってい

る。また、営業活動の最中は基本

的には口をはさまないことにしている。

言っていることが間違っている場合

のみ訂正などはしている。各個人の

営業のどこが課題でどう解決してい

くかについては、営業同行とは別に、

人事考課のタイミングで重点的にす

り合わせを行っている。 

指導の内容については、個人に

よって異なるが、いくつかの典型的

なパターンがある。ケースとして多

いのは、顧客とのコミュニケーショ

ンに課題があるというもの。極端に

いえば、営業時間のほとんどをこち

らからの説明にあててしまうことがあ

る。その一方で、どのような要望が

ありますかといった形で要望だけを

聞いて、司会進行のようになってし

まうこともある。こうした課題のある

メンバーは、実際の営業の様子か

ら問題点を指摘するだけで、少しず

つ改善していく傾向にある。 

ただ、徹底的に指導しても、頭打

ちになってしまうメンバーはいる。最

終的には、営業はセンスなのだ。し

かし、各メンバーのもっているものを

最大限引き出すところまでは、マネ

ジャーによる指導でできると思って

いる。 

時間の確保という観点でみると、

正直なところ無理やり作っているとい

うのが現実。私自身が、平均して１

日10時間くらいは働いていて、かな

り長時間労働になってしまっている。

そうしたなかでも、日々のコアな時

間は部下への指導に使いたいという

思いがあり、そこはこだわっていき

たいと思っている。 

Managers
said …
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〉〉〉〉〉Part3.

働き方を見直すカギは、
マネジメントのあり方にある

働き方の見直しに 
あたっては、 
マネジメントがカギに

以上、実際に企業内部の現象を

みても、労働時間の長さと営業社員

の業績との間には正の相関があるこ

とがわかった。マクロ統計からみた

通り、経済活動を営むにあたり、労

働時間は最も基本的な投入要素で

ある。そして、労働時間を縮減しつ

つ、経済活動への負の影響を抑制

することは一般に考えられている以

上に困難なことなのである。

しかし、マネジャーに関しては労

働時間と業績との間に明確な関係は

みてとれなかった。ここに、労働時

間縮減と企業業績向上の両立に向

けた大きなヒントが隠されているの

ではないか。

マネジャーの 
行動に関する調査を 
実施

マネジャーについては、なぜ労働

時間が成果に直結しないのか。マネ

ジャーの労働時間と業績との間にど

のようなメカニズムが働いているの

か。これらを調査するために、研究

協力企業に対し、アンケート調査を

行った。

このアンケートでは、マネジャー

が実際にどのような行動をとっている

のか、マネジャー本人に対して調査

を行っている。営業担当部署の77
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図 表 10  マネジャーの行動

事務作業 〉〉〉 営業の進捗管理など社内で行う事務作業

事務代行 〉〉〉部下の業務の代行

営業訪問 〉〉〉 商談同行などの客先訪問

クレーム 〉〉〉 クレーム対応

社内指導 〉〉〉 個別の打ち合わせなど、社内における部下に対する個別の指導

社外指導 〉〉〉営業の同行など、社外における部下に対する個別の指導

社内会議 〉〉〉 複数の人と行う社内会議

戦略立案 〉〉〉戦略立案業務

そのほか 〉〉〉 そのほかの業務

出典：人事アンケートをもとに筆者作成



〉〉〉〉〉Part3.

働き方を見直すカギは、
マネジメントのあり方にある

名のマネジャーに対して調査を行い、

その回収数は74名分と、大半のアン

ケート対象マネジャーから回答を得

られた。

調査の集計結果をみてみよう。本

アンケート調査では、「平均的な一

日において、それぞれの行動にどれ

くらいの時間をかけていますか。以

下の分類ごとに、一日の労働時間を

100としたうえで、おおよその割合を

お答えください」という設問を用意し、

各行動の実施率を聞いている。

マネジャーの行動は、研究協力

企業との綿密なすり合わせのうえで9

つに分けた。 図 表 10

マネジャーの各行動の平均実施

率を算出したところ、それぞれに対

して、業務時間のなかで一定の比

率をかけていることがみてとれ、マ

ネジャーの行動の要件定義が適切

に行われていることが確認できる。

図 表 11

部下への指導の時間は 
業績を高めるが、 
労働時間への影響は 
存在しない

以上のアンケートデータをマネ

ジャーの担当部署の総労働時間や

目標達成率などの人事データと接続

させ、マネジャーの行動と担当部署

の労働時間、業績との関係性を分

析した。

マネジャーの各行動と部署の目

標達成率との相関係数を調べたとこ

ろ、マネジャーが部下に対する個別

の指導に多くの時間をかけることが、

下の職務遂行能力を向上させ、担

当部署の業績を向上させている可能

性がある。

その部署の業績によい影響を与える

ことがわかった。図 表 12

マネジャーによる部下の指導が部
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図 表 11   マネジャーの各行動の実施率
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図 表 12  マネジャーの行動と業績、労働時間の関係

業績 部下労働時間 本人労働時間

相関係数 有意水準 相関係数 有意水準 相関係数 有意水準

事務作業 〉〉〉 −0.140 0.077 0.166

事務代行 〉〉〉 0.118 0.056 0.247 *

営業訪問 〉〉〉 −0.047 −0.010 −0.001

クレーム 〉〉〉 −0.020 0.003 0.028

社内指導 〉〉〉 0.113 −0.155 −0.042

社外指導 〉〉〉 0.376 *** 0.029 0.080

社内会議 〉〉〉 −0.172 −0.057 −0.278 **

戦略立案 〉〉〉 −0.119 0.126 −0.069

そのほか 〉〉〉 −0.024 −0.079 −0.145

出典：人事アンケートをもとに筆者作成

出典：人事データ、人事アンケートをもとに筆者作成
注：＊＊＊は1％、＊＊は5％、＊は10％で有意に相関のあることを示している。



そのカギになるのは、マネジャー

の役割だ。本稿では、マネジャー

が部下への個別の指導というマ

ネジャー本来の業務に集中できる

環境をつくることが、企業の生産

性の向上につながる可能性を示し

たが、生産性向上につながるマネ

ジャーの取り組みはこの限りではな

いだろう。労働時間の縮減と企業

業績の向上との両立に向けて、多

くの企業で業務プロセスのさらなる

改善が行われることを期待したい。 

一方で、このような行動は、マネ

ジャー本人の労働時間や部下の労

働時間には影響を与えない。本来、

部下への指導に時間を割くのであれ

ば、少なくともその分、マネジャー本

人の労働時間は増えるはずである。

それが起こらないのはなぜか。

マネジャーの各行動間の相関をみ

ると、部下への個別の指導に関して

は、事務作業にかける時間や社内

会議にかける時間などとの負の関係

がみてとれる。図 表 13

つまり、部下への指導に時間をか

けているマネジャーは、当該業務以

外にかける時間を減らすことで、その

時間を捻出しているのである。

また、マネジャーが部下に対して

個別の指導を行っても、部下の労働

時間は長くならない。上司による指導

は、それ自体は当然部下の労働時間

の増加要因となる。しかし、結果とし

て部下の労働時間への影響が観察

されないということは、上司による部

下への指導によって、部下もそれ以

外の業務に対する処理時間を短縮さ

せているものと推測される。

マネジャーの行動が 
変化すれば、 
労働時間の縮減と 
業績向上は両立可能

長時間労働の是正は、自然体で

は経済、業績へ負の影響を与える。

今後、経済が力強く成長していくた

めには、労働時間減少による経済

への負の影響を上回るような、生産

性の向上が必要である。

そして、労働時間を減少させな

がらも生産性を向上させるため、
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図 表 13  マネジャーの行動間の相関

事務作業 事務代行 営業訪問 クレーム 社内指導 社外指導 社内会議 戦略立案 そのほか

事務作業 〉〉〉 - - −0.26** −0.36*** −0.21* −0.22* - - -

事務代行 〉〉〉 - - - - - - −0.26** -

営業訪問 〉〉〉 - - −0.26** - - - -

クレーム 〉〉〉 - - - - −0.28** -

社内指導 〉〉〉 - 0.33*** - - -

社外指導 〉〉〉 - −0.40*** - −0.29**

社内会議 〉〉〉 - - -

戦略立案 〉〉〉 - -

そのほか 〉〉〉 -

出典：人事データ、人事アンケートをもとに筆者作成　
注：＊＊＊は1％、＊＊は5％、＊は10％で有意に相関のあることを示している。



メンバー に 
結果を出させるため、
徹底して時間をとる   

マネジャー D さん

　マネジャーとして、営業同行で行う

ティーチングやモニタリングには、特

に時間をとりたいと思っている。営業

同行については、重点クライアントに

限らずに、かなりの頻度でおこなって

いる。営業成績をいつもモニタリング

しているが、契約がとれていなければ

すぐに結果に出る。営業成績のデー

タをみて、いつ誰と同行するかを常に

考えながら、メンバーに声をかけていく。

また、重点クライアントについては、

あらかじめどう攻めていくかすり合わ

せをしている。これにはかなりの時間

Column③
マネジャーへのインタビュー
〜新しい時代のマネジャーは何をすべきか〜

Managers
said …
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をとっている。部下への個別指導は、

メンバーの教育という面もあるが、何

よりメンバーに結果を出させるために

行っているという側面が強い。営業と

しては、実際に営業成果が出ること

が自信につながるので。

そのほかでも、普段の会話や、飲

みに行ったり、喫煙所で話すなど、

そういった部下との普段のコミュニケー

ションは意識的に行っている。そし

て、営業同行の合間の時間のコミュ

ニケーションは何より重要。社内で

時間をとって教えることと同時に、外

で学ばせることを大事にしている。

仕事の勝ち筋がわかる
ように訓練をさせる 

 部長aさん

労働時間が長いマネジャーは、

営業の勝ち筋がわかっていない。で

きるマネジャーは、営業で何か問題

が生じたときに最短ルートで解決す

る方法をメンバーに指示できる。マ

ネジャーについては、できる人ほど

短い労働時間で高い成績を上げる。

逆にできないマネジャーは、試行

錯誤を繰り返しているうちになんとな

く数値はとれても、それが理論化で

きないものだから、ほかの機会でま

た試行錯誤することになる。結果と

して、マネジャー自身もメンバーも労

働時間が長くなってしまう。

そういったところは、本人の能力

の問題やこれまでのキャリアでどういっ

た経験をしてきているかも関係する

が、本人が自覚して訓練することで

伸びる部分もかなりあると思う。実

際に、私も育成勉強会のようなもの

を部内で作って、育成している。具

体的には、特定のミッションを達成

するためにどういったアプローチをし

ていけばよいかマネジャーに考えさ

せ、それについて一緒に議論してい

る。これをやると、実際にマネジャー

の行動変化につながるなど、それな

りの効果が出るという感覚がある。

業務に優先順位 
付けをする  

部長 b さん

あたりまえかもしれないが、パフォー

マンスが高いマネジャーは仕事の優

先順位付けがうまい。業務には、時

間をとって行うべきものと、最低限
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の時間で処理すべきものの２パター

ンがあって、それはどのマネジャー

にも共通していえること。パフォーマ

ンスが低いマネジャーは仕事の優先

順位をつけずにあれもこれもとなっ

て、結局時間だけかけて成果が上が

らないということになりがち。

たとえば、営業について、できる

マネジャーほど新規案件の獲得を戦

略的に行っている。その代わり、受

注後のお客さんへのフォローについ

ては、最低限やればよいという認識

をもっている。お客さんをフォローし

ても実際の数値にはそこまでつながっ

てこないから。

部下への接し方でも違いがある。

できるマネジャーほど、限られた時

間のなかで、１対１のコーチングを

熱心に行っている。一方、そうでな

いマネジャーは、グループ会を過度

に行って時間を浪費するという状況

になりやすい。営業の仕方ひとつとっ

ても、全員に共通する要因よりも、

メンバーそれぞれ固有の要因があっ

て、それを指導していかなければ成

績は上がらない。だから、１対１の

指導こそが、マネジャーの行うべき

ことだと思っている。



人事データを用いた分析から、

マネジャーの行動と労働時間や業

績との関係性について分析を行っ

てきた。さらに、多くのマネジャー

やその上司にあたる部長からヒアリ

ングすることで、短い労働時間でい

かにして成果を上げるのかを探って

きた。最後に、新しい時代のマネ

ジメントがどうあるべきか4つの提

言を行って、本報告書を締めくくり

たい。

１

部下への指導にこそ、 
ふんだんに時間を使え

　今回の人事データによる分析と関

係者へのヒアリングからみえてきた

のは、マネジャーは部下の指導にこ

そ時間を使うべきであるということだ。

このことが、本報告書における最も

中心的な提言である。

　マネジャーが行うべき仕事は山ほ

どある。管理者としての事務的な仕

事や、社内の会議、部下の指導の

ほか、プレイヤーとしての業務もあ

る。しかし、最低限こなすべき業務

と、最大限力を入れるべき業務の間

に、厳然とした優先順位が存在す

るはずだ。そして、その第1位にく

るのが、部下への個別の指導であり、

仕事の方法論の伝授にほかならない

のである。部下に仕事ができるよう

になってもらうことが、マネジャーの

役割の中核なのだ。

２

思い切って 
メンバーに任せる

中核的な業務に時間を割くために

は、ほかの仕事の優先順位を下げ、

それに対応する時間をできる限り圧

縮する必要がある。そこで必要にな

るのは、仕事を他者に任せることだ。

メンバーやメンバーを束ねるリーダー

的な役割を担う者に自身の仕事を思

い切って任せる。それによって、各

メンバーの成長を促すとともに、自

分自身が行う部下への個別指導の

時間を捻出したいものだ。

３

本来業務に集中できる 
環境整備を怠るな

　マネジメント業務にマネジャーが

集中できる環境を創出することは、

人事の役割でもある。必要性の少な

い事務作業を最小化する、またそう

いった業務を外に出すといった工夫

については、不断に考えていかねば

新しい時代のマネジメントへ４つの提言

ならない。労働時間の管理など行う

べきことは増えている。マネジャー

本来の役割に集中してもらうため、

会社として何ができるかは、改めて

考える必要があろう。

４

顧客への過剰な 
サービスはやめよう

　ヒアリングするなかで、顧客対応

に課題があるという意見も多く聞かれ

た。トラブルが生じた際に、上司であ

るマネジャーが対応しなければ面目

が立たないという事例や、大きな商

談では上のレベルでの対応が必要に

なるという事例など、立場があるが故

に、取り組まなければいけない業務も

かなりあった。商習慣の改革は一企

業では難しいものの、過剰な顧客サー

ビスを減らしていくという取り組みは、

各業界で行わなければならない。

●

以上、働き方改革時代のマネジメ

ントがどうあるべきか、4つの提言を

行った。この提言の中核にある概念

は、マネジャーの本来業務は部下の

個別指導であるということだ。そのよ

うな認識のもとで、各企業において、

マネジメントのさらなる改善が行われ

ることに期待したい。

19― 働 き 方 改 革 の 中 間 報 告 ―
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